
（参考資料）記入例 
 

 

 

 

第一号様式（第五条第三項関係）（Ａ４） 

（第一面） 

耐震診断の結果の報告書 
 

令和〇〇年〇〇月〇〇日 

所管行政庁 殿 

                   報 告 者 の 住 所 又 は  

主たる事務所の所在地     

〇〇市〇〇町〇〇丁目〇〇番〇〇号 

報告者の氏名又は名称 

及び法人にあっては、  

その代表者の氏名  

 〇〇〇〇株式会社 

代表取締役 〇〇 〇〇       

 

 

 建築物の耐震改修の促進に関する法律（以下「法」という。）第７条の規定に基づき、

建築物の耐震診断の結果について報告します。 

 この報告書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 

 

 

 

 

 

                         （本欄には記入しないで下さい。） 

受 付 欄 特記欄 整理番号欄 

年  月  日   

第       号 

係員氏名 

 

（注意） 

この報告書は、建築物ごとに作成して下さい。 

  

各面の（注意）欄に記載

されている内容をご確認

のうえ，記載してくださ

い。 



（参考資料）記入例 
 

 

 

 

（第二面） 

１．建築物及びその敷地に関する事項 

[建築物の名称] 〇〇ビル 

[用途] 事務所，飲食店 

[地名地番] 広島県〇〇市〇〇町〇〇丁目〇〇番〇〇 

[建築物（組積

造の塀を除

く。）の場合]  

【階数】    地上  ５階 地下   階 

【延べ面積】 ５７２２．５５㎡ 

【建築面積】 ２０５２．２２㎡ 

【構造方法】 鉄筋コンクリート 造  一部        造 

[組積造の塀の

場合]  

【長さ】      ｍ 

【最高の高さ】       ｍ 

【種類】 □補強コンクリートブロック造 

□補強コンクリートブロック造以外（組積材の種類     ） 

 

 

 

 

[法第７条にお

ける建築物の

区分] 

１ 法第５条第３項第１号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載

された建築物 

【区分】（                    ） 

【大規模地震が発生した場合の建築物の利用方法】 

（                        ） 

２ その敷地が法第５条第３項第２号の規定により都道府県耐震改修促進

計画に記載された道路に接する通行障害既存耐震不適格建築物 

【区分】（ 第１号                   ） 

【都道府県耐震改修促進計画に記載された道路の名称】 

（     〇〇〇〇〇線                  ） 

３ その敷地が法第６条第３項第１号の規定により市町村耐震改修促進計

画に記載された道路に接する通行障害既存耐震不適格建築物 

【区分】（                    ） 

【市町村耐震改修促進計画に記載された道路の名称】 

（                        ） 

（注意） 

１．［建築物の名称］の欄は、建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令（以下「令」

という。）第４条第２号に掲げる組積造の塀（以下単に「組積造の塀」という。）の耐

震診断の結果を報告する場合にあっては、当該塀が附属する建物の名称を記入して下さ

い。なお、戸建ての住宅又は戸建ての住宅に附属する組積造の塀の耐震診断の結果を報

告する場合にあっては、記入する必要はありません。 

２．［用途］の欄には、建築基準法施行規則別紙の表の用途の区分に従い、用途（組積造

住居表示ではなく，地番

を記載してください。（登

記簿謄本等をご確認くだ

さい。） 

・広島県が指定した道路は２の欄へ記入 

（市町村が指定した道路は３の欄へ記入） 

・【区分】は令第４条の該当する号だけでよく，建築物は第１号と

記載してください。前面道路の幅員の区分イ，ロの記載は不要です。 

（第２号は組積造の塀の場合です。） 

・【道路名称】は路線名を記載してください。 



（参考資料）記入例 
 

 

 

 

の塀の耐震診断の結果を報告する場合にあっては、当該塀が附属する建物の用途）をで

きるだけ具体的に記入して下さい。 

３．［建築物（組積造の塀を除く。）の場合］の欄は、組積造の塀の耐震診断の結果を報

告する場合にあっては、記入する必要はありません。 

４．［組積造の塀の場合］の欄は、組積造の塀以外の建築物の耐震診断の結果を報告する

場合にあっては、記入する必要はありません。 

５．［組積造の塀の場合］の欄の【長さ】及び【最高の高さ】は、前面道路に面する部分

について記入して下さい。 

６．［組積造の塀の場合］の欄の【種類】は、該当するチェックボックスに「レ」マー

クを入れ、「補強コンクリートブロック造以外」の場合にあっては、組積材の種類を併

せて記入して下さい。 

７．［法第７条における建築物の区分］の欄の１の【区分】には、令第２条各号のうち該

当する号番号を記入して下さい。また、同欄の２及び３の【区分】には、令第４条各号

のうち該当する号番号を記入して下さい。 

８．［法第７条における建築物の区分］の欄の１の【区分】で「第２２号」と記入した場

合のみ［法第７条における建築物の区分］の欄の１の【大規模地震が発生した場合の建

築物の利用方法】を記入して下さい。 



（参考資料）記入例 
 

 

 

 

（第三面） 

２．建築等の経過 

昭和５０年 １月２３日 概要（新築（確認第１１１号 昭和４９年３月２１日 ） 

昭和５３年 ８月１２日 概要（増築（確認第２２２号 昭和５４年４月３０日 ） 

年  月  日 概要（                  ） 

年  月  日 概要（                  ） 

（注意）                                                        

新築、増築、改築、修繕又は模様替（以下「建築等」という。）について、古いものから

順に、確認（建築基準法第６条第１項に規定する確認をいう。）を受けている場合は建築確

認済証交付年月日を、受けていない場合は建築等が完了した年月日を記入するとともに、

それぞれ建築等の概要を記入して下さい。 

 

３．耐震診断の実施者に関する事項 

[氏名のフリガナ] ヒロシマ ケン 

[氏名] 広島 建 

[郵便番号] 〇〇〇－〇〇〇〇 

[住所] 広島県〇〇市〇〇町〇〇丁目〇〇番地〇〇号 

[電話番号] ０８２－〇〇〇－〇〇〇〇 

[建築士の場合] 

【資  格】  （ 一級 ）建築士 （ 大臣 ）登録第 〇〇〇〇〇号 

【勤務先】（ 一級 ）建築士事務所（ 広島県 ）知事登録第 〇〇〇〇〇号 

【勤務先の所在地】広島県〇〇市〇〇町〇〇丁目〇〇番地〇〇号 

【登録資格者講習の種類】既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・耐震改修設計指針 

【講習実施機関名】一般財団法人 日本建築防災協会   

【証 明 書 番 号】第ＲＣ〇〇－〇〇〇〇号    

【講習修了年月日】平成〇〇年〇〇月〇〇日 

[国土交通大臣が定める者の場合]  

【勤務先】 

【勤務先の所在地】 

（注意）                                                     

１．［建築士の場合］の欄の【登録資格者講習の種類】、【講習実施機関名】、【証明書

番号】及び【講習修了年月日】については、建築士が受講した登録資格者講習に係る内

容を記載して下さい。  

２．［国土交通大臣が定める者の場合］に該当する者は、国土交通大臣が定める者である

ことを証する事項を別紙に記載して添えて下さい。 

耐震改修を実施している場合，第三面に「３．耐震改修

計画の実施者に関する事項」を追加してください。 

耐震診断や耐震改修計画を実施した建築士及び講習

修了証明書等の資格者証の写しを添付してください。 



（参考資料）記入例 
 

 

 

 

（第四面） 

４．耐震診断の概要 

イ．耐震診断の実施年月日 

  令和〇年〇〇月〇〇日 

 

 

ロ．耐震診断の方法の名称 

一般財団法人日本建築防災協会による「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基

準」に定める第２次診断法（２００１年版） 

 

 

ハ．実地調査の概要 

構造耐力上主要な部分の配置，形状，寸法については，別紙のとおり 

 

接合の緊結の度，腐食，腐朽または 

摩損の度については，別紙のとおり 

 

材料強度は評価書のとおり 

 

敷地の状況：敷地はがけに隣接しているが，安全上支障のない距離が確保されている。 

      地盤は砂質土で地下水位が高く液状化の可能性がある。 

（注意）                                                      

 実地調査の概要の欄には、当該建築物の構造耐力上主要な部分又は建物に附属する組積

造の塀の配置、形状、寸法、接合の緊結の度、腐食、腐朽又は摩損の度、材料強度等及び

当該建築物の敷地の状況について記入して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■鉄筋コンクリート造の場合（下線部が公表を予定している部分） 

耐震診断業務に着手した日（契約日）を記載

してください。 

次の項目を記載してください。 

（耐震診断報告書等の建物の概要や建物調査概要の写しを添付してください。） 

・構造耐力上主要な部分の配置：ラーメン構造、壁式構造等架構形式をＸＹ方向別に記載 

耐力壁の偏りや大きな吹き抜け等構造耐力上主要な部分の配置についての特筆すべき事項を

記載 

・形状：平面及び立面上の建物形状の特徴を記載 

・寸法：桁行全長×梁間全長及び桁行スパン数×梁間スパン数を記載 

・接合の緊結の度：鉄骨造及び木造の接合の方法を記載 

・腐食、腐朽または摩損の度：部材の腐食、腐朽、摩損の状況を記載 

・材料強度等：鉄筋コンクリート部分は設計基準強度及び診断時の採用強度を記載 

鉄筋、鉄骨の場合は、材質と降伏点強度を記載 

・当該建築物の敷地の状況：高さが2ｍを超える擁壁がある場合は擁壁の状況、がけ崩れ等の

被害を受けるおそれがある敷地であるか、また液状化のおそれのある敷地であるかを記載 

耐震診断の評価書に，これらの記載

があるか確認してください。 



（参考資料）記入例 
 

 

 

 

ニ．耐震診断の結果 

耐震診断に用いた数値：ｚ＝0.9 地盤指標Ｇ＝1.0 用途指標Ｕ＝1.0 

 

耐震診断結果：Ｘ方向 Ｉｓ値 0.54  Ctu・SD値 0.456 （２階） 

      Ｙ方向 Ｉｓ値 0.82  Ctu・SD値 0.309 （１階） 

 

構造耐力上主要な部分に対する安全性評価に関する事項： 

 Is値 0.54 Is/Iso=0.77 

  Ctu・SD値=0.309   0.3ZGU=0.27 

 Ⅱ 地震の振動及び衝撃に対して倒壊し，又は崩壊する危険性がある。 

 

その他所見：玄関ホールの天井の落下防止対策及び地盤の液状化対策が必要。 

（注意）                                                      

 耐震診断の結果を表す指標並びに地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危

険性の度合いを可能な限り具体的に記入して下さい。 

  診断結果に対する考察や所見を記載してください 

構造耐力上主要な部分の地震に対する安全性評価に関する事

項は、耐震診断の方法に対応した診断結果の指標値と、その

値が示す区分（「Ⅰ」又は「Ⅱ」又は「Ⅲ」及びその区分の

あらわす意味）を記載してください。 

耐震改修後であれば、耐震改修計画の指標値及びその区分も

記載してください。 

（耐震診断報告書の耐震診断の概要の写しを添付してくださ

い。耐震改修を実施している場合、耐震改修計画の概要の写

しを添付してください。） 



（参考資料）記入例 
 

 

 

 

（第四面） 

４．耐震診断の概要 

イ．耐震診断の実施年月日 

  令和〇年〇〇月〇〇日 

 

 

ロ．耐震診断の方法の名称 

一般財団法人日本建築防災協会による「既存鉄骨造建築物の耐震診断指針」（２０１１

年版） 

 

 

ハ．実地調査の概要 

構造耐力上主要な部分の配置：Ｘ方向ブレース構造、Ｙ方向ラーメン構造  

形状：平面形状はポーチ等下屋が部分的に張り出した形状  

寸法：全長31.0ｍ×16.00ｍ スパン7スパン×4スパン（アリーナ部のみ）  

接合の緊結の度：隅肉溶接（図面と不整合）、ボルトＦ10Ｔ  

腐食、腐朽または摩損の度：仕上げモルタルにひび割れがあるが、構造耐力への影響

なし，鉄骨の腐食はみられない  

材料強度：設計基準強度17.6N/㎟ 診断時採用強度17.6 N/㎟  

鉄筋：主筋ＳＤ30 降伏点強度343 N/㎟、帯筋ＳＲ24 降伏点強度294 N/㎟  

鉄骨：ＳＳ41 降伏点強度258 N/㎟  

敷地の状況：がけ等なし  
 

（注意）                                                      

 実地調査の概要の欄には、当該建築物の構造耐力上主要な部分又は建物に附属する組積

造の塀の配置、形状、寸法、接合の緊結の度、腐食、腐朽又は摩損の度、材料強度等及び

当該建築物の敷地の状況について記入して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■鉄骨造の場合（下線部が公表を予定している部分） 

耐震診断業務に着手した日（契約日）を記載

してください。 

次の項目を記載してください。 

（耐震診断報告書等の建物の概要や建物調査概要の写しを添付してください。） 

・構造耐力上主要な部分の配置：ラーメン構造、壁式構造等架構形式をＸＹ方向別に記載 

耐力壁の偏りや大きな吹き抜け等構造耐力上主要な部分の配置についての特筆すべき事項を

記載 

・形状：平面及び立面上の建物形状の特徴を記載 

・寸法：桁行全長×梁間全長及び桁行スパン数×梁間スパン数を記載 

・接合の緊結の度：鉄骨造及び木造の接合の方法を記載 

・腐食、腐朽または摩損の度：部材の腐食、腐朽、摩損の状況を記載 

・材料強度等：鉄筋コンクリート部分は設計基準強度及び診断時の採用強度を記載 

鉄筋、鉄骨の場合は、材質と降伏点強度を記載 

・当該建築物の敷地の状況：高さが2ｍを超える擁壁がある場合は擁壁の状況、がけ崩れ等の

被害を受けるおそれがある敷地であるか、また液状化のおそれのある敷地であるかを記載 



（参考資料）記入例 
 

 

 

 

（第五面） 

ニ．耐震診断の結果 

■改修前  

耐震診断結果： Ｘ方向  Is値 0.16  ｑ値 0.54 （１階）  

Ｙ方向  Is値 0.53  ｑ値 1.66 （１階）  

 

構造耐力上主要な部分の地震に対する安全性評価に関する事項：  

Ｉｓ=0.16  ｑ値＝0.54  

Ⅰ 地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性が高い  

 

その他所見：外壁のＣＢ壁の転倒防止対策、隣接建物のExp.j間隔を広げる必要があ

る。  

 

■改修後  

改修後診断結果： Ｘ方向  Is値 0.92  ｑ値 1.68 （１、２階）  

Ｙ方向  Is値 1.13  ｑ値 2.18 （１階）  

 

構造耐力上主要な部分の地震に対する安全性評価に関する事項：  

Ｉｓ=0.92  ｑ値＝1.68  

Ⅲ 地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性が低い  

 

（注意）                                                      

 耐震診断の結果を表す指標並びに地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危

険性の度合いを可能な限り具体的に記入して下さい。 

  診断結果に対する考察や所見を記載してください。 

構造耐力上主要な部分の地震に対する安全性評価に関する事

項は、耐震診断の方法に対応した診断結果の指標値と、その

値が示す区分（「Ⅰ」又は「Ⅱ」又は「Ⅲ」及びその区分の

あらわす意味）を記載してください。 

耐震改修後であれば、耐震改修計画の指標値及びその区分も

記載してください。 

（耐震診断報告書の耐震診断の概要の写しを添付してくださ

い。耐震改修を実施している場合、耐震改修計画の概要の写

しを添付してください。） 



（参考資料）記入例 
 

 

 

 

ホ．耐震改修、建替え又は除却の予定 

[事業の内容]    耐震改修 ・ 建替え ・ 除却 

[着工予定時期]              令和〇年  〇〇月 

[完了予定時期]              令和〇年  〇〇月 

[その他] 

（注意）                       

１．この面は、耐震改修、建替え又は除却の予定について、法第９条の規定による公表を

希望する場合に記載して下さい。 

２．［事業の内容］欄は、「耐震改修」、「建替え」又は「除却」のうち該当するものを

○印で囲んで下さい。 

 

 

 

現時点での意向を下記により，記載ください。 

１ 予定のある方 

→全てに記載してください。 

２ 事業の意向はあるが，時期が未定の方 

→[事業の内容]欄を〇印で囲み，時期は空欄のままとしてください。 

３ 予定が決まっていない方 

→[その他]欄に「未定」と記載してください。 

４ 予定がない方 

→[その他]欄に「予定なし」と記載してください。 

 

 

 

～お願い～ 

建築物の所在する市町により異なりますが，耐震改修等にも補助制

度（次ページ）があることを踏まえて，所有者の方の耐震改修等の

実施に向けた意向を公表の希望の有無に係わらずご記入いただけ

ればと思います。 

※耐震改修等の予定を所有者の方の了解なく，このまま公表するこ

とはありませんので現時点の意向を記載してください。 



広島県広域緊急輸送道路沿道建築物の民間所有者の方へ 
 

耐震改修工事への補助制度について 
 

 建築物が所在する市町によって，補助制度の有無が異なります。この補助制度を活用して，耐震改修工事
を検討したいとお考えの方は，早めに市町の担当窓口か下記までお問い合わせください。 
 耐震診断の結果は，耐震改修促進法により，とりまとめて令和３年度以降に公表することになっています。

なお，耐震改修工事は義務ではありません。 
 

令和４年度まで補助率は最大で約７３％※ 
※ 令和５年度以降は下がる可能性があります。 

 
・受け取ることができる補助金の額は，補助対象額（耐震改修工事にかかる費用）に補助率を乗じた額です。 
 
・補助対象額には次のように上限があり，耐震改修工事にかかる費用がこれを超える場合，その差額に対しては

補助金を受け取ることができません。また，この上限とは別に，市町で上限を設けられていることがあります。 
 

補助対象額の上限 ＝ 建築物の床面積（㎡） × 用途ごとに定められた次の金額※（円/㎡） 
（住宅：3４,１00 円/㎡， マンション：５０,２00 円/㎡， その他：5１,２00 円/㎡） 

 
※ 特に倒壊の危険性が高い場合（Is 値 0.3 未満相当）や，免震工法等の特殊な工法で補強される場合は， 

上記より金額が上がることがあります。そのような場合は個別にお問合せください。 
 
・この補助金は，国・県・市町議会の議決を経て毎年４月に予算配分されますが，例年，約７３％のうちの約７％

に相当する額が満額配分されていません。ただし，例年は 11 月に追加の配分があり，結果として満額が配分
されています。 

 
・工事が年度をまたがる場合は，原則，年度ごとの工事の出来高に，その年度の補助率を乗じることになり，そ

の補助率が令和５年度以降に下がる可能性を考えると，早めに工事をされた方が有利になります。 
 

「建替え」や「解体」も補助の対象 
 ・耐震改修工事ではなく，建替え工事や，解体工事のみの場合も，補助金を受け取ることができます。ただし，

既存の建築物が，耐震診断の結果，耐震性不足と判定されたことが条件です。  
 ・補助対象額の上限は，耐震改修工事の場合（上記）と同額です。 

 ・工事に伴い生じる補償費（移転費や仮住居借上費など）は補助対象外です。 

・工事のために必要な設計にかかる費用には，補助制度がありません。 

 

工事をされる建築物ごとに， 
あらかじめ予算が確保されていることが必要 
 

・県及び市町が，予算を確保したあとでなければ，補助金の交付申請はできません。 
 
・県及び市町が予算を確保するために必要な，耐震改修工事にかかる概算費用を，工事に着手される前年度の９

月頃までに，建築物所有者の方から市町に，ご提示いただく必要があります。 
 

・工事に着手される年度ごとに，確定した耐震改修工事にかかる費用で，補助金の交付申請をしてください。 
 
・補助金の交付申請が，工事に着手される年度の 10 月～翌年３月の間になる場合であっても，その年度の９月

までに，その年度に受け取られる補助金の額を確定させる必要があります。 
 
・補助金の交付申請をされてから，交付決定の通知まで，約１ヶ月かかります。 
 
・補助金の交付決定を受けられたあとに，工事の契約をされなければ，補助金を受け取ることはできません。 
 
・工事が年度をまたがる場合は，補助金の交付申請の前に，全体設計承認という手続きが必要になり，書類を提 

出されてから承認まで，約１ヶ月かかります。 
  

 

[お問い合わせ先] 広島県土木建築局建築課 建築安全担当  
       電話：０８２－５１３－４１３３（直通） 

令和３年１月作成 


